
\ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失の明細
（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

建 物 479¶397¶121 65¶555¶852 0 544¶952¶973 160¶033¶555 38¶183¶885 0 0 0 384¶919¶418

構 築 物 43¶440¶588 48¶670¶583 0 92¶111¶171 15¶432¶871 5¶534¶861 0 0 0 76¶678¶300

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

車 両 運 搬 具 14¶024¶952 1¶463¶660 1¶466¶540 14¶022¶072 10¶593¶670 1¶447¶764 0 0 0 3¶428¶402

工具器具備品 2¶064¶768¶331 94¶813¶610 11¶851¶452 2¶147¶730¶489 1¶639¶094¶837 167¶854¶307 0 0 0 508¶635¶652

金融商品の時価等に関する事項
平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 687 687 `

]未収金 90 90 `

^研究業務未払金 (238) (238) `

_未払金 (43) (43) `

（注１）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
（注２）金融商品の時価の算定方法

\ 現金及び預金、] 未収金、^ 研究業務未払金、_ 未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

減損会計に係る注記事項
減損を認識した固定資産
\ 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 （単位：円）

資 産 名 称 用 途 種類 場 所 帳簿価額 減損額

{第１便所 研究業務用 建物等 茨城県つくば市 831¶161 831¶150

|第２便所 研究業務用 建物等 茨城県つくば市 1¶092¶200 1¶092¶190

}第３便所 研究業務用 建物等 茨城県つくば市 1¶074¶289 1¶074¶279

~第４便所 研究業務用 建物等 茨城県つくば市 1¶201¶092 1¶201¶082

�無影日長自動制御温室 研究業務用 建物等 茨城県つくば市 53¶810¶718 53¶810¶700

（注１）帳簿価額は平成21年度期首における帳簿価額であります。
（注２）種類の「建物等」には、建物付属設備を含んでおります。

^ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の固定資産ごとの内訳
（単位：円）

資 産 名 称 種 類 損益計算書に
計上した金額

損益計算書に計上
していない金額

{第１便所 建物等 ` 831¶150

|第２便所 建物等 ` 1¶092¶190

}第３便所 建物等 ` 1¶074¶279

~第４便所 建物等 ` 1¶201¶082

�無影日長自動制御温室 建物等 ` 53¶810¶700

_ 回収可能サービス価額
回収可能サービス価額については、これらの施設全て、撤去及び閉鎖処分を予定しているた
め備忘価額（１円）をもって算出しております。

利益の処分に関する書類
（単位：円）

Ò 当 期 未 処 分 利 益 9¶985¶658
EEEEEE

当 期 総 利 益 9¶985¶658

Ó 利 益 処 分 額 9¶985¶658
EEEEEE

積 立 金 9¶985¶658
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] 減損の認識に至った経緯

{ 第１便所については、独法発足時に国から現物出資されたものです。平成21年度ほ場関連

施設部会で使用意向が検討され、使用者が無いことから、減損を認識しております。

| 第２便所については、独法発足時に国から現物出資されたものです。平成21年度ほ場関連
施設部会で使用意向が検討され、使用者が無いことから、減損を認識しております。

} 第３便所については、独法発足時に国から現物出資されたものです。平成21年度ほ場関連
施設部会で使用意向が検討され、使用者が無いことから、減損を認識しております。

~ 第４便所については、独法発足時に国から現物出資されたものです。平成21年度ほ場関連
施設部会で使用意向が検討され、使用者が無いことから、減損を認識しております。

� 無影日長自動制御温室については、独法発足時に国から現物出資されたものです。平成20

年度に整理合理化計画に伴い保有資産の利用調査を行った結果、実験機器設備の故障のため
正常な稼働ができない状態にあることから減損の兆候が認められたためです。
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